
教育委員会定例会日程 

平成２６年１０月３０日 

１ 開 会 

２ 前回会議録の承認 

３ 会議録署名委員の決定

４ 報告事項

（１）市議会９月定例会・決算特別委員会の概要について

（資料１ 教育部・文化部・子ども青少年部）

（２）図書館協議会からの報告について           （資料２ 図書館）

（３）アウトリーチ事業の進捗状況について       （資料３ 文化政策課）

（４）平成２６年度上半期寄付採納状況について     （資料４ 教育総務課）

（５）小田原市いじめ防止基本方針の策定について    （資料５ 教育指導課）

（６）通知表誤表記について              （資料６ 教育指導課）

５ 議事 

 日程第１

  報告第８号

   事務の臨時代理の報告（小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部を

改正する規則）について                 （教育指導課）

６ 協議事項

（１）平成２６年度１２月補正予算について【非公開】    （資料７ 教育部）

７ その他

８ 閉 会 
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平 成 ２ ６ 年 ９ 月 定 例 会 日 程 

第 １日目  ９月 １日 月 ・補正予算並びにその他議案一括上程――提案説明

第 ２日目  ９月 ２日 火
（休 会）（議案関連質疑通告 締切 正午）

（一般質問通告   締切 午後３時）

第 ３日目  ９月 ３日 水 （休 会）

第 ４日目  ９月 ４日 木 ・質疑、各常任委員会付託、請願・陳情付託

第 ５日目  ９月 ５日 金 （休 会）建設経済常任委員会

第 ６日目  ９月 ６日 （土） （休 会）

第 ７日目  ９月 ７日 （日） （休 会）

第 ８日目  ９月 ８日 月 （休 会）厚生文教常任委員会

第 ９日目  ９月 ９日 火 （休 会）総務常任委員会

第１０日目  ９月１０日 水 （休 会）

第１１日目  ９月１１日 木 （休 会）（委員長報告書検討日）

第１２日目  ９月１２日 金

・各常任委員長審査結果報告・採決 

・請願・陳情審査結果報告・採決

・一般質問

第１３日目  ９月１３日 （土） （休 会）

第１４日目  ９月１４日 （日） （休 会）           

第１５日目  ９月１５日 （月） （休 会）            （敬老の日）

第１６日目  ９月１６日 火 ・一般質問                  

第１７日目  ９月１７日 水 ・一般質問                  ○17

第１８日目  ９月１８日 木

・一般質問                競輪

・決算認定案（一般・特別・企業）一括上程 ――

 提案説明、質疑、決算特別委員会設置、付託

・決算特別委員会（全体説明、各分科会へ議案送付）

第１９日目  ９月１９日 金 （休 会）決算特別委員会（書類審査・３分科会）○19

第２０日目  ９月２０日 （土） （休 会）

第２１日目  ９月２１日 （日） （休 会）

第２２日目  ９月２２日 月 （休 会）決算特別委員会（書類審査・３分科会）

第２３日目  ９月２３日 （火） （休 会）             （秋分の日）

第２４日目  ９月２４日 水
（休 会）決算特別委員会（現地査察）

     （総括質疑通告 締切 午後５時）

第２５日目  ９月２５日 木 （休 会）                

第２６日目  ９月２６日 金 （休 会）                  ○26

第２７日目  ９月２７日 （土） （休 会）                競輪

第２８日目  ９月２８日 （日） （休 会）                  ○28

第２９日目  ９月２９日 月
（休 会）決算特別委員会（分科会委員長報告、質

疑、総括質疑、討論、採決、とりまとめ）

第３０日目  ９月３０日 火 （休 会）

第３１日目 １０月 １日 水 （休 会）決算特別委員会全体会（委員長報告検討）

第３２日目 １０月 ２日 木 ・決算特別委員長審査結果報告、質疑、討論、採決

＊告示 ８月２５日（月）  ＊議会運営委員会開催予定 ８月２５日（月）午前１０時 

資料 １ 
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厚生文教常任委員会（教育部・子ども青少年部） 

平成２６年 ９月８日実施 

１ 議題 

 ・議案第９７号 小田原市塔ノ峰青少年の家条例を廃止する条例 

２ 所管事務調査 

 （１）報告事項 

   ・平成２６年度（平成２５年度分）教育委員会事務の点検・評価について 

   ・公立幼稚園の子ども・子育て支援新制度への移行について 

   ・小田原市いじめ防止基本方針の策定について 
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平成２６年小田原市議会９月定例会一般質問（教育部・文化部） 

 質問順 １   ３ 番  大川 裕  

１ 小田原市の学校教育の諸問題について 

（１）本市における学習指導要領への対応について 

（２）教育課程はどういった過程で決定されているのか 

（３）授業内容のチェック体制はどのようになっているのか 

（４）全国学力学習状況調査について 

 質問順 ２   ９ 番  楊 隆子  

１ 童謡のまちづくりについて 

（１）北原白秋の顕彰について 

（２）美しいうたを伝えていくために 

 質問順 ３  １１番   小澤峯雄  

１ 小田原市における少年育成問題について 

（１）不登校生徒及びひきこもりについて 

（２）いじめ問題について 

 質問順 ５  １３番  井上昌彦  

２ 小田原市立図書館について 

（１）機能分散について 

（２）小田原市民に望まれる図書館について 

 質問順 ８  １９番  奥山孝二郎  

１ 本市におけるＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置状況等について 

（２）自治会等に設置すべきと思うが見解をうかがう 

 質問順１１   ５ 番  佐々木ナオミ  

１ 児童生徒の学ぶ権利を守るために 

（１）いじめについて 

  ア 本市におけるいじめの定義と相談件数について 

  イ いじめ防止対策推進法による本市の新たな取組について 

（２）学級崩壊について 

  ア 本市の学級崩壊の定義と発生件数について 

  イ 発生後の具体的な対策について 

 質問順１２   ６ 番  植田理都子  

３ 戦後７０年を前にした本市の平和施策について 

（２）市民の平和学習や活動について 
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 質問順１９   ４ 番  木村信市  

３ 文化・スポーツ政策に関して 

（１）教育委員会制度の見直しと本市の対応について 

（３）夏期休業中の学校プール開放について 
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

大

川

裕

小

田

原

市

の

学

校

教

育

の

諸

問

題

に

つ

い

て

教

育

長

学習指導要領の改訂に

伴う授業時数増加にど

のように対応している

のか。

現行の学習指導要領では、前回と比べ、小学校においては、国語・社会・算数・

理科・体育の授業時数が、中学校においては、国語・社会・数学・理科・保健体

育・外国語の授業時数が、それぞれ増加された。

週当たりにすると、小学校１･２年生において２時間、小学校３年生から中学

校３年生において１時間の増加となっている。

本市では、学校行事の精選を図るほか、弾力的な時間割編成を行うなどして、

児童生徒に大きな負担をかけることなく、授業時数の増加に対応し、着実な定着

が図られている。

教

育

長

学校の教育課程はどう

いった過程で決定され

ているのか

学校の教育課程とは、校長が責任者となって編成する年間の教育計画のことで

ある。

教育の目的や目標を達成するために、学習指導要領で定められた内容を、児童

生徒の心身の発達に応じ、授業時数との関連において総合的に編成している。

編成にあたっては、教育課程全体のバランス等に配慮するとともに、各校で特

色ある教育活動が展開できるよう創意工夫することが、学習指導要領において求

められている。

学校では、総括教諭を中心に、全教職員が様々な組織や諸会議において検討・

研究を重ね、教育課程を編成している。

教

育

長

授業内容のチェック体

制はどのようになって

いるのか。

学校では、学習指導要領に示されている教科の目標と指導内容を基準に指導計

画を作成し、授業を実施している。

授業の内容を含めた指導計画については、小学校では学年担当者の、中学校で

は教科担当者の打合せ等において検討しており、その内容や進度については、定

期的に場を設け、互いに確認をしながら進めている。

また、各教科等の授業を含めた教育課程の実施状況について、学校評価の項目

として設定したり、学級便りや学年便り、教科便り等でお知らせしたりするなど、

教職員間の確認だけでなく、児童生徒や保護者、地域に対して適切に説明できる

よう努めている。

教

育

長

全国学力学習状況調査

について、本市の結果

とその公表については

どうするのか伺う。

文部科学省では、全国学力学習状況調査に関して、市町村教育委員会の判断で、

市町村全体や各学校の状況について公表することが可能であるが、単に平均正答

率などの数値のみの公表は行わず、調査結果について分析を行い、その分析結果

を併せて公表することとしている。

本市では、昨年１２月の教育委員会定例会で、平成２６年度も、昨年度までと

同様、市全体の平均正答率を含めた教科に関する調査、児童・生徒質問紙調査、

学校質問紙調査について、分析結果と併せて公表していくことと決定した。

なお、今年度の公表の時期は、１２月の教育委員会定例会後を予定している。

部

長

小学校の低学年の時間

割について伺う。

小学校１年生で週２５時間、１日に平均すると５時間である。２年生では、１

年生に比べ、週当たり１時間増える状況である。

部

長

小学校の低学年におけ

る午後の時間割につい

て、集中力を保つ上で

適切と考えるか。

 児童には、「学校での時間」、「家での時間」、「地域での時間」がある訳だが、

学校で過ごす時間が「何時間だから駄目だ」ということはないと思う。授業時間

は、教育に必要な時間として割り振っている時間なので、子どもの１日の過ごし

方の中で捉えるべきと考えている。

※ 一般質問（教育部）
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

大

川

裕

小

田

原

市

の

学

校

教

育

の

諸

問

題

に

つ

い

て

部

長

教育課程を決めるまで

の過程について伺う。

 最終的には校長が責任を持って決めるものであるが、それまでの間には、小学

校では学年、中学校では教科の担当等が中心となって全体のバランスや時間割等

を鑑みて整理されていくものと考えている。

部

長

学習指導要領にある基

準性をどのように捉え

ているか伺う。

 児童の教育については、学習指導要領を基準として、教諭がつかさどると学校

教育法に定められている。

大川議員ご指摘のとおり、教育の内容としては、自主性、創造性、発展性が求

められているが、これはあくまでも、学習指導要領の範囲内のことである。

基準性は、それぞれの職員同士や教科担当同士で確認するものであり、また、

校務をつかさどり、所属職員を監督する責務を有する校長が最終的には判断する

ものと考えている。

部

長

中学校の地理は何を生

徒に教えるのか、伺う。

中学校の地理について、具体的に一言で「何を教えるのか」説明するのは難し

いが、基本的なねらい、枠組み等は学習指導要領に示されている。

 それを、どういう風に教えるか、何をもって教えるかが、教育の現場、学校の

現場ということになる。

部

長

中学校の地理で教科書

によらず、教員個人が

作成したプリントで授

業を行っている、と聞

いているが、見解を伺

う。

地理については、大川議員ご意見のとおり、世界や日本の地理的事象等の関心

を深めることを目的としているが、基本的な内容は、あくまでも教科書の中にあ

り、例として挙げられたプリントは、先程説明した自主性、創造性、発展性のと

ころで使用しているものと考えている。

部

長

プリントの下に生徒の

感想を書かせる欄があ

り、この感想をもって

点数を付けており、こ

うした場合、教員と考

えが一致する場合に評

価が高くなると思う。

こうした状況が内申書

に影響することは問題

と思うが、見解を伺う。

プリントに書いた本人の感想を点数付けしているとの例を示されたが、それ

を、一人ひとりの生徒に対して教員がどう反映しているか、この辺りが一番大事

であって、それを、内申書や評価において、短絡的に自分の考えに近いからとい

って評価するとは、私としては思えない。基本的には、一つひとつの理解度や達

成度に基づいて評価されるものと考える。

 そして、一人の教員に全てを任せている訳ではなく、最終的には、授業風景を

視察する、指導する、是正改善を命じたりする権限を有する校長が判断すべきと

考えている。

万が一、そうした状況があれば、校長による対応のほか、教育委員会としても、

指導主事による授業改善の命令・指導を行っていく。

部

長

領土に関する指導に対

する本市の現状の把握

について伺う。

地理における領土問題について、たまたま九州の単元では触れてないが、その

ほか、地図の単元では、きちんと触れている。

部

長

偏った指導に対する今

後の対策について伺

う。

授業のチェック体制であるが、基本的には「どのような授業が行われているか」

を、まず、学校の中、学年や教科の仲間等の中で、最終的には校長も知るという

ことと考える。そして、その内容について、保護者や地域、教育委員会も承知す

ることも必要と考える。

 これは、基本的なことであり、「徹底されていない」状況があれば、その徹底

に努めていく。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

大

川

裕

小

田

原

市

の

学

校

教

育

の

諸

問

題

に

つ

い

て

教

育

長

全国学力学習状況調査

はどのような形で公表

されるのか、また昨年

の結果と結果を受けて

の改善について伺う。

 全国学力学習状況調査については、昨年度も本市では学校別公表を行っていな
い。市全体としての結果は公表し、それを各学校では分析し、学校での改善指導
を行っている。
 全国学力学習状況調査の昨年度の状況は、中学校３年生では、ほぼ全国の平均
レベルであり、小学校６年生では全国の平均を若干下回っており、このような状
況の下、当該校では要因の分析や授業の改善などについて、指導を充実するよう、
教育委員会がアドバイスをし、学校側でも努力を続けている状況にある。
 また、昨年度の結果については、現在分析を行い、状況をまとめている段階で
あるが、一番大切なのはこれをどう活用するかである。様々な要因はあるが、教
師の授業力を高めることが第一であると考えている。
また、この調査の中には子どもの生活調査もあり、学力との関係では、家庭で

過ごす時間の中で、テレビやスマホに費やす時間が多い子供ほど学力が低いとの
相関関係も示されている。家庭要因に係る部分も、学力との関係で今後分析の中
で明らかになってくる。そういった結果の中身をしっかりと、学校現場、校長を
通じて教職員に指導してまいりたい。

部

長

全国学力学習状況調査

の学校別の公表をしな

い理由について伺う。

学校別の調査結果を公表しない理由は、保護者や地域に対して説明責任を果た

すことの重要であることは理解しているものの、調査により測定できるのは、学

校における教育活動の一側面に過ぎないことを踏まえ、序列化や過度な競争が生

じないよう十分配慮することがより重要であると判断したためである。

部

長

全国学力学習状況調査

の市民への説明責任を

どのように果たしてい

くのか。

昨年度までも、市全体の結果及びその分析結果について、市のホームページ等

で公表してきた。

各学校において個別に対応していることもあると思うが、それらも含め、市全

体として、今後どのように公表していくか、一緒に調査されている生活の状況等

の結果と併せ、意見を聞きながら、決定していきたい。

現在は、ホームページ上や学校評議員会等において意見を聞いているところで

あるが、より広く意見を聞きながら、どのように進めたらいいか教育委員会に諮

っていきたい。

楊

隆

子

童

謡

の

ま

ち

づ

く

り

に

つ

い

て

教

育

長

白秋の童謡のような美

しい歌を、未来に伝え

ていくことを学校教育

の中で考えていくこと

が大事だと思うが、い

かがか。

小田原の未来を担う子供たちに、豊かな感性と創造性を育むため、童謡を伝え
ていくことは大切であると考えている。
学習指導要領にも、多くの童謡が歌唱共通教材として示されており、音楽の授

業の中で、子供たちは童謡に親しんでいる。
本市では、これまでも、子供たちが様々な童謡に親しむことができるよう、朝

の会や帰りの会、朝会、学校行事等で、北原白秋作詞の歌も含め、童謡を歌って
いる。
以前には、北原白秋だけではなく小田原ゆかりの歌を掲載している冊子「おだ

わらっこ 心のハーモニー」を、新入学児童に配布し、より童謡に親しみを持て
るよう努めた。

部

長

「小田原子どもかる

た」の活用について伺

う。

このかるたは市制施行６０周年を記念し、小田原の良さを小さいころから正し
く知り、郷土を愛する市民になってほしいという願いを込めて平成１２年に市民
団体が制作し、その年に寄贈を受けて、市が小田原市内保育所、幼稚園、小中学
校に配布した。
配布当時、幼稚園等では、教師が子供達にかるたの紹介をし、かるた遊びをし

ていた。
現在は、配布から時間が経過し、貴重なものとなってきていることから、今後

は、資料として展示するなどして、活用してまいりたい。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

小

澤

峯

雄

小

田

原

市

に

お

け

る

少

年

育

成

問

題

に

つ

い

て

教

育

長

市長は、いじめ防止に

向けて、どのような見

解をお持ちか、伺う。

本市では、「誰もが人として大切にされ、共に生き、支え合うまちづくり」を

めざしているところであり、いじめ問題の解決に向けては、学校現場だけでなく、

地域総ぐるみ、社会総ぐるみで取り組んでいく体制づくりが大切であり、また必

要であると考えている。

現在、市として「小田原市いじめ防止基本方針」の策定を進めているところで

ある。この方針に基づき、これまで以上に実効性のある、問題の未然防止、早期

発見、早期対応等、組織的な対応に努めてまいりたい。

いじめは、複雑化・多様化してきており、いつでもどこでも誰にでも起こりう

るものであることと認識している。いじめは決して許されないことであり、痛ま

しい事故が決して起こることのないよう、しっかりいじめ問題に向き合っていき

たい。

また、相手の立場に立って考える、人の痛みを自分の痛みとして感じる、お互

いの差異や個性を認め合う、補ったり、支えたり、励まし合ったりして生きる、

こうした言わば生きる姿勢のようなものが、幼い頃から育まれ、そして、大人に

なってもそれを失わないよう、成育環境や社会文化があることがより重要である

と考えている。

現状としてのいじめに対応することはもとより、こうした根源的なテーマに

も、様々な現場でアプローチをする必要があると感じている。

市

長

人と人とのコミュニケ

ーションを大切にして

いる今、教育現場では

不登校やひきこもりの

児童生徒に対しどのよ

うに支援を行っている

か、伺う。

不登校児童生徒やその保護者に対しては、担任や不登校生徒訪問相談員が家庭

訪問や電話相談等を行っており、児童生徒や保護者の状況に合わせた支援を継続

するため、信頼関係づくりに特に重点をおいて取り組んでいる。

また、ひきこもり等により、連絡を取ることも難しい児童生徒や保護者に対し

ては、教師が手紙を書いたり、相談機関を紹介したり、教育委員会主催の「不登

校相談会」や「不登校教育セミナー」に誘うなど、コミュニケーションづくりを

粘り強く続け、支援を継続している。

なお、「不登校相談会」や「不登校教育セミナー」は市のホームページや広報

でも周知を図っているところである。

教

育

長

各学校策定済みの「学

校いじめ防止基本方

針」が効果的に活用さ

れているかどうかにつ

いて伺う。

各校の「学校いじめ防止基本方針」では、未然防止、早期発見、早期対応、家

庭や地域との連携等を柱としており、基本的な方向や、いじめの防止等の取組の

内容を定めている。

この方針を策定することにより、これまでの取組を改めて見直し、「安心して

過ごせるいじめのない学校づくり」という共通の思いのもと、全職員が組織的に

対応している。

さらに、子どもたち自身で魅力的な学校にするための活動やいじめ防止アピー

ル等、生徒会が主体となっていじめ防止に向けた取組を行っている学校もある。

今後は、地域の方や保護者等の意見を伺いながら、より実情に即した方針とな

るよう見直しに努めてまいりたい。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

佐

々

木

ナ

オ

ミ

児

童

生

徒

の

学

ぶ

権

利

の

た

め

に

教

育

長

本市におけるいじめの

定義と昨年度の保護者

や児童生徒本人からの

いじめ相談件数につい

て伺う。

「いじめ」の定義は、「いじめ防止対策推進法」に準拠し、児童等に対して、

当該児童等が在籍する学校に在籍している当該児童等と一定の人的関係にある

他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為であって、当該行為の対

象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。

学校が認知している平成２５年度のいじめの件数は、速報値で８９件、また、

教育委員会の相談窓口で対応した、保護者や児童生徒本人からのいじめに対する

相談件数は、実数で２０件であった。

また、神奈川県いじめ１１０番、これは、おおむね３歳から１８歳までの子ど

もを対象としているが、この相談件数は、県内全域で延べ７６０件とのことであ

る。

教

育

長

いじめ防止対策推進法

における本市の新たな

取組について伺う。

現在本市では、いじめ防止対策推進法第１２条に基づき、いじめ防止等のため

の対策を総合的かつ効果的に推進することを目的とした「小田原市いじめ防止基

本方針」の策定を進めている。

この基本方針の策定を機に、いじめ防止等を推進する組織体制を改めて整える

予定である。

新たな取組としては、市、学校、地域の関係機関・団体等の連携が円滑に進む

よう「小田原市いじめ問題対策連絡協議会（仮称）」を設置する予定である。

また、重大事態が発生し、調査を行う必要がある場合は、市教育委員会の附属

機関として「小田原市いじめ防止対策調査会（仮称）」を設置する予定である。

さらに、学校又は市教育委員会が行った調査結果について、市長が再調査を行

う必要があると認めた場合は、市の附属機関として「小田原市いじめ問題再調査

会（仮称）」を設置する予定である。

教

育

長

本市の学級崩壊の定義

と発生件数について、

伺う。

「学級崩壊」の定義は、文部科学省が平成１２年３月に研究委嘱をした学級経

営研究会の「学級経営の充実に関する調査研究」の報告において、「子どもたち

が教室内で勝手な行動をして教師の指導に従わず、授業が成立しないなど、集団

教育という学校の機能が成立しない学級の状態が一定期間継続し、学級担任によ

る通常の方法では問題が解決できない状態に立ち至っている場合」と定義されて

いる。

また、県では、「学級全体が一定期間以上、集団として授業規律を失い、正常

な学習活動ができない状況になった学級」と捉え、調査を行っており、本市とし

ても同様に捉えている。

本市の発生件数については、県の調査に該当するものとして、平成２５年度は

２件であった。

教

育

長

学級崩壊の発生後の具

体的な対策について伺

う。

学級崩壊に至る経過の中で、段階的に次のような対応を行っている。

学校は、担任あるいは保護者からの発信や他の教員の気づきにより、学級の中

で教師の指示が通りにくいような状況を把握した場合には、校内で情報を共有

し、ケース会議等を開いて学級に関わる支援体制作りを行う。

また、必要に応じて学級懇談会を開き、保護者への説明とともに、見守り等の

協力を依頼する。

市教育委員会としては、学校の要請に応じて指導主事を派遣し、学級の観察及

び今後の対応を学校とともに検討する。

更に、場合によっては、個別指導員等の人的配置や、指導主事の定期的訪問等

を行い、学級の状態が安定するよう、学校と協力してサポートをしていく。

いずれにしても、どの学級の子どもたちも、安心して学習や生活に取り組んで

いくことができるよう、学校と市教育委員会等が連携しながら、適切な対応を積

み重ねていくよう努めていきたい。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

佐

々

木

ナ

オ

ミ

児

童

生

徒

の

学

ぶ

権

利

の

た

め

に

部

長

出席停止の判断までの

手続き等について、伺

う。

児童生徒の出席停止については、市教育委員会が学校教育法及び「小田原市立

小学校及び中学校の児童生徒の出席停止に関する規則」に基づいて命ずることが

できるとしている。

その手続きは、まず、校長が対象の児童生徒及びその保護者から意見を聴取し、

更に他の児童生徒、教職員等からも意見を聴取する。

そして、速やかに出席停止に関する意見具申書を作成し、市教育委員会に提出

する。

市教育委員会は具申書を受けて校長から意見聴取を行うほか、必要に応じて当

該児童生徒、保護者及びその他の児童生徒、教職員等関係者から直接意見聴取を

行う。

その後、当該児童生徒の問題行動の態様及び学校の実情、校長の意見を踏まえ

て、総合的に判断し、当該児童生徒の保護者に対して理由、期間等を示した出席

停止通知書を交付するとともに、理由を説明するものである。

出席停止は、本人に対する懲戒の視点ではなく、学校の秩序を維持し、児童生

徒の教育を受ける権利を保障する観点から行うものである。

学校教育法第３５条第１項の規定に基づく出席停止は、行政不服審査法に定め

る不服申立ての適用除外事項に当たることから、不服申立てはできない。

なお、出席停止の処分に異議がある場合には、処分を受けた児童生徒又はその

保護者が、行政事件訴訟法に基づく取消処分を求めることとなり、その判断は、

裁判所において行われることとなる。

教

育

長

いじめ問題への対策に

ついて、特定の教員が

抱え込まないための対

策等について、伺う。

 いじめ問題については、初期対応、初動対応に対する教員の資質や能力が必要
である。「けんか」と「いじめ」との区別をしっかり行わず、いじめへの認識を
怠り、けんかで済ませてしまう。こうした事態が、子供たちに深い傷を与え、い
じめ問題が深刻化していく、この要因は教員側の「気づき」にあると考える。
 これについては、一つは、教師側の体質を変えていかなければならない。事実
としっかりと向き合う体質、これを、研修を含め、学校・教育委員会の指導の中
で取り組んでいく必要がある。
 また、こうした問題では個人情報の部分と見える化との部分の両面が混在して
いて、教師にとってみれば「保護」と「見せていかなければいけないこと」との
両面があり、教員によっては判断しにくい状況があると考える。
 けんかやふざけが発展していじめとなる事例が多くを占めているとの認識が
必要と考える。その認識がないと、いじめの見逃しを生むこととなる。
 もう一つは、数値による結果報告がある。教師の意識の中に、自分のクラスに
発生したいじめを認めることで、自身の学級経営や指導力の不足を管理職に知ら
れてしまうことを恐れて、けんか扱いしてしまうというものである。
 しかし、それは許されるものではなく、特に、いじめられているお子さんの気
持ち、心情、つらさ、悲しさ、傷つき、これにしっかりと応えていく必要がある。
 いずれにしても、学校の先生による初動調査が非常に大事であり、いじめを見
抜く対応マニュアルといったものを今後整備して、各学校で徹底を図っていく必
要がある。
 また、その教員を孤立させないためには、客観的な対応が大切である。交換授
業、ティームティーチング、学年合同での授業、養護教諭による授業講話、外部
の指導者による授業等、客観的に複数で対応することにより孤立を防ぐ、複数の
目をもって「見逃さない」学校対応をしていくことが重要であると考える。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

佐

々

木

ナ

オ

ミ

児

童

生

徒

の

学

ぶ

権

利

の

た

め

に

部

長

いじめの調査機関等に

ついて伺う。

いじめ防止対策推進法では「重大事態」が起こった場合の対応を示している。

最初の気づきのところでは、教員が毎日の健康観察、定期的なアンケートや聞き

取り、教育相談の際に変化等を汲み取り、いじめに限らず、様々な問題に発展し

そうな場合に、それらに備え、同僚と情報を共有し、学校の会議の中で共有して

いくことが基本である。

これは平時から行い、それでも、重大事態が起こった場合には、教育委員会、

更には市長部局と、二重三重の対策を講じていく。こうした方針を示したものな

ので、ご理解をいただきたい。

 また、フロー図については、初期対応は学校であり、大切なことである。学校

のいじめ防止基本方針では、児童生徒からの申告、相談しやすい体制づくりとい

ったことを、児童生徒、保護者から直接受け取ることを基本としている。

 フロー図は、重大事態が発生した場合の対応である。こうした事態が発生しな

いことを願う訳であるが、重大事態が発生した場合は、このように対応すること

を示したものである。

部

長

子どもの側に立った調

査を行うことが必要と

考えるが、見解を伺う。

 いじめ等が発生した場合又はいじめと疑われた場合等には、学校生活であれば

一番長く接している者が気づくことが基本である。

 その中で、学校に直接申告・相談できない場合は、市や県の教育委員会、警察、

弁護士会などの様々な相談機関で相談を受ける体制をとっておく、こうしたこと

は前提であり、その中でも、事案が発生した場合の対応について、基本方針とし

て定めている。

部

長

第三者機関が有効であ

ると考えるがいかが

か。

 第三者的な調査機関として、川西市ほかの事例の話があったが、大津市のよう

に学校から独立した調査機関として取り組んでいる事例もある。こうした先進事

例もあるので、本市でも勉強していきたい。

部

長

学級崩壊には至ってい

ないものの、指導が伝

わらない、授業が成立

しないなどの学級につ

いて、把握しているの

か。 

学級担任だけの指導では、改善できない状況になった場合は、まず、学校内で

学級の状況を把握し、組織的な対応に取り組んでいる。

教育委員会としては、相談のあった学校に指導主事を派遣し、状況を把握する

とともに、改善に向けた指導を行ったり、人的措置を講じたりしている。

平成２５年度に教育委員会が相談を受け、対応した件数は、先ほど答弁した学

級崩壊の発生件数の２件以外に４件あった。

教

育

長

学校崩壊の対応をマニ

ュアルがあるのか。

学級崩壊には、段階がある。担任の指導が行き届かない状況になる前の段階が

非常に重要で、学級崩壊の対応をマニュアル化する、行動計画を定めることは、

私自身も、特に初期対応のマニュアル化は今後必要と考えている。それを各学校

で管理職を含めて共通理解し、マニュアルに従ったチェックなど、段階的、組織

的、計画的に対応していくことが、学級崩壊を未然に防ぐ一つの有効な手立てと

考えているので、検討していきたい。

部

長

学級崩壊の対策とし

て、担任を替えること

はできないのか。

学級崩壊に至る原因は様々であり、それぞれのケースに対して、最善の策、状

況や段階に応じた最善の策を実施している。

その中で、担任の指導に問題があり、担任を変更することが最善の策であると

捉えた場合には、学校全体の運営を考え、校長の判断で、担任を交替することも

ある。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

木

村

信

市

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
政
策
に
関
し
て

市

長

来年度から「総合教育

会議」が設置されるこ

ととなるが、それに関

する文科省の指示等の

内容はどのようなもの

か。また、本市での準

備状況について伺う。

今回の法改正において新たに設けられることとなった「総合教育会議」は、地

方公共団体の教育、学術、文化の基本的な方針として定めることとされた「大綱」

案の協議、首長の権限と教育委員会の権限が重なる施策の協議・調整を図る等の

ため開催するもので、首長及び教育委員会により構成され、首長が招集するもの

である。

文部科学省からは、総合教育会議の開催時期、開催回数、会議における協議内

容等、具体的な指示等はなく、各地方自治体の実態に即して開催することとなる。

なお、本市では、改正法の施行日である平成２７年４月１日以降、できる限り

速やかに総合教育会議を開催すべく、現在準備を進めているところである。

部

長

従来の教育委員会制度

との継続性、主たる変

更点に対する考え方に

ついて伺う。

今回の法改正では、「教育長と教育委員長の一本化」、「総合教育会議の開催

等、首長の教育行政への関与の明文化」等が図られるとともに、教育委員会は、

引き続き、独立した執行機関として位置付けられている。

「教育長と教育委員長の一本化」については、経過措置として、改正法が施行

される来年４月１日時点で在籍する教育長の任期満了までは、現行法の規定が適

用可能とされている。

「総合教育会議」については、首長の権限と教育委員会の権限が重なる施策に

ついて、その方針を協議・調整する場であり、具体的な事務の執行は、引き続き

教育委員会が担うこととされていることから、継続性は担保されていると考えて

いる。

部

長

校長の監視員業務委託

契約の契約当事者にな

っている服務上の根拠

について伺う。

プール開放に係る監視員業務への関与については、教育長の委任を受け、「小

田原市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則」の定めるところにより、施

設管理の責任者である校長が、職務として行っているものである。
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議

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

楊

隆

子

童

謡

の

ま

ち

づ

く

り

に

つ

い

て

市

長

平成２７年は北原白

秋生誕１３０年に当た

るが、市としてどう記

念していくのか。また、

何をしようとしている

のか。

福岡県柳川市に生まれた北原白秋は、大正期に小田原に居を構え、精力的な創

作活動を行い、すぐれた童謡詩など多くの作品を遺した。

柳川市とのこのような縁から、平成２７年１月２５日に同市で開催される「北

原白秋生誕１３０年記念・北原白秋サミット（仮称）」に本市も招待されており、

参加の５市町により共同宣言を発表する予定である。［参加５市町：柳川市・小

田原市・三浦市・熊本県天草市・南関町］

本市では、所蔵する白秋の関係資料を白秋童謡館において展示公開している

が、柳川市との交流の成果を活かし、柳川市の北原白秋記念館との交流企画とし

て、北原白秋をテーマとした特別展を小田原文学館で平成２７年度に開催したい

と考えている。これらを通じて、国民的詩人・北原白秋の顕彰を深めるとともに、

次世代に継承してまいりたい。

部

長

市民の方が制作を進

めている北原白秋かる

たについて、完成後に

は多くの方の目に触れ

られるようにすべきと

考えるがどうか。

市民の方が白秋の顕彰につながる取組が進められていることは、大変ありがた

く、また喜ばしいことと思っている。

白秋が小田原に遺した文化資産が、市民や行政の様々な取組を通じ、より一層

市民に知られ、また、まちづくりに活かされるよう取り組んでまいりたいと考え

ている。

部

長

来年の生誕１３０年

を記念して、北原白秋

の童謡の歌、挿絵、歌

の由来などが書かれた

小冊子などを発行し

て、活用ができないか。

本市の誇る文化資産である白秋について顕彰することは、内外に本市の良さを

伝えていくことにつながることと考えている。

生誕１３０年記念というタイミングをとらえ、作品や創作上の背景などを多く

の方々に知っていただくとともに、本市の魅力発信にも取り組んでまいりたい。

井

上

昌

彦

小

田

原

市

立

図

書

館

に

つ

い

て

市

長

広域交流施設ゾーン

に配置する貸出機能と

それ以外の場所に配置

する資料収集、閲覧機

能とはそれぞれどのよ

うな内容なのか。

広域交流施設ゾーンにどのような公共・公益施設を設置するかは現段階で、決

定しているものではない。

・想定される公共・公益施設のひとつである図書施設の貸出機能とは、一般的

な図書の貸し出しと閲覧である。

・一方、資料収集、閲覧機能とは、地域固有の資料（古文書や行政文書など）

を収集・保存して、調査・研究のために閲覧できるように公開するものである。

市

長

（仮称）駅ビル図書

館機能として、小田原

の特色を紹介、市の刊

行物を配架、ビジネス

マンや学生などの対応

があるがそのように考

えているのか。

小田原の特色の紹介、市の刊行物の配架、ビジネスマンや学生などの対応、こ

れらは図書館長の諮問機関である小田原市図書館協議会への諮問に対する答申

の内容である。

市としては、この答申も勘案しながら駅前図書施設の機能検討を進めていくこ

とになる。

市

長

現在の市立図書館、

かもめ図書館のそれぞ

れ貸出、閲覧、資料収

集の規模はどのくらい

か。

市立図書館での貸出に要しているスペースとして、一般図書を保管している書

庫を含め約１,２００㎡、資料収集・閲覧に要しているスペースとして、地域資料
を保管している書庫を含め約５００㎡を使用している。

一方、かもめ図書館での貸出に要しているスペースは、一般図書を保管してい

る書庫を含め約２,０００㎡である。資料収集・閲覧機能は有していないため、そ
れに該当する面積はない。

※ 一般質問（文化部）
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

市

長

小田原駅周辺には民

間書店があるが、そこ

への影響をどう考えて

いるのか。

図書館は、広範な情報を集積し、あらゆる人に対し、その必要に応じて提供す

る場所であり、図書館によって読書離れが抑制され、読書人口が広がることも期

待されるため、書籍の購買意欲にも結び付くものと考えている。

市

長

「小田原市立図書館

施設の今後のあり方」

で図書館の方向性とし

て民間活力の導入、電

子書籍、ネットワーク

化の充実が掲げられて

いるが、駅ビル図書館

ではどう捉えているの

か。

民間活力の導入、電子書籍、ネットワーク化の充実は、駅前図書施設の方向性

に限ったものではなく、市の図書施設全体の方向性の中で、検討すべきものとし

て考えている。

井

上

昌

彦

小

田

原

市

立

図

書

館

に

つ

い

て

市

長

市立図書館が閉鎖に

なったとして、かもめ

図書館、駅前図書館、

学校、分館機能をどう

考えているか。

本市図書施設の機能・配置については、市立図書館機能の分散移転に際して、

小田原市図書館協議会からの答申などを勘案しながら検討しているところであ

る。

部

長

市民活動サポートセ

ンター、地下街などと

の小田原の特色の紹介

などの連携をどのよう

に考えているのか。

図書館は、様々な情報を図書資料により集積し提供するのが役割であるので、

小田原の特色の紹介もそれらのひとつと考えられる。先行オープンする施設と

は、十分に協議して、連携を図っていきたいと考えている。

部

長

駅ビルに、希望する

図書館のスペースが取

れない場合、旧保健所

跡地に図書館を建設す

ることは考えられるの

か。

市としては「お城通り地区再開発事業用地内の図書館開設に関する陳情」が平

成２２年９月に採択されたことを踏まえ、広域交流施設ゾーンに、適切な機能と

規模を有する図書施設を設置すべく検討を進めているところであり、他に図書館

を建設する考えは現在のところない。

副

市

長

駅ビル図書館の規

模、内容は誰がどのよ

うに決定するのか。

現在、貸出や閲覧をはじめ、駅前に必要となる機能やその規模について、方針

を検討しているところである。

今後、これらを取りまとめたうえで、市民や議会の皆様にお示しし、御意見を

お伺いしながら決定していく考えである。

部

長

規模及び内容も考え

検討していくとのこと

だが、では何時までに

駅ビル図書館の検討を

終えるのか

最初に御答弁したとおり、広域交流施設ゾーンにどのような公共・公益施設を

設置するかは現段階で決定していない。

想定される公共・公益施設の機能のひとつとしての図書施設の検討について

は、時機を失することなく取り組んでいく予定である。
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

奥

山

孝

二

郎

本
市
に
お
け
る
Ａ
Ｅ
Ｄ
（
自
動
体
外
式
除
細
動
器
）
の
設
置
状
況
等
に
つ
い
て

市

長

公民館等におけるＡＥ

Ｄの設置状況はいかが

か。

市内には、地区公民館が１３１館あるが、このうちＡＥＤを設置しているのは、

１館である。

こちらについては、地域の民間事業者から譲渡されたものと伺っている。

自治会が所有しているそのほかの集会施設における設置状況については、把握

はできていない。

※生涯学習課・地域政策課連名。主は、生涯学習課。

市

長

自治会等でのＡＥＤ設

置の要望はあるのか。

自治会等においては、地区自治会連合会等で開催される防災訓練等で、救護訓

練の一環としていくつかの地域でＡＥＤ取扱い訓練が行われているほか、防災リ

ーダー研修会においても、研修項目の一つとしてＡＥＤの取扱いを習得していた

だいている。

こうした状況などから、ＡＥＤについての自治会等の関心は、高まっており、

地区公民館へのＡＥＤの設置要望も何件かいただいている。

※防災対策課・地域政策課・生涯学習課連名。主は、防災対策課。

植

田

理

都

子

戦

後

７

０

年

を

前

に

し

た

本

市

の

平

和

施

策

に

つ

い

て

市

長

市の生涯学習の場にお

ける平和学習等の実績

はどのようになってい

るか。

平和学習については、講演会や学習講座のほか、平和の尊さを伝える展示など

様々なかたちで実施している。

郷土文化館での戦時下資料の常設展示や、図書館での戦争関連の著作の展示・

貸出し、子ども映画会の上映等を行っている。

また、キャンパスおだわらでは、おだわらシルバー大学において戦時下の小田

原について学ぶ講座を実施したほか、市民団体による平和に関する教養講座等が

開催されている。

なお、来年度は、戦後７０年を迎えることから、戦時下の小田原について学ぶ

講座の開催等を検討したいと考えている。
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委
員
項
目
答
弁

質 問 要 旨 答 弁 概 要

木
村

信
市

夏
季
休
業
中
の
学
校
プ
ー
ル
開
放
に
つ
い
て

市
長

本市の夏季休業中の学
校プール開放事業の主
催者はだれか。また、
県内他市の実態（主催
者）はどうか。

本市の学校プール開放事業については、ＰＴＡが運営主体となっている。
県内他市の主な主催者については、市が８市、教育委員会が５市、ＰＴＡや子ど
も会などの使用団体ごととなる市が１市である。

部
長

学校プール開放事業に
関し、校長が監視業務
委託契約の契約当事者
になれる根拠は何か。

平成２３年３月より平成２３年９月の５回にわたり開催された、各学校の校長、
ＰＴＡ連絡協議会、市、教育委員会で構成する「プール開放検討委員会」で夏季
休業中の学校プール開放の諸課題について協議がなされた。
プール開放に係る監視員業務の委託についての協議の中で、各学校で定める「プ
ール管理運営規定」において、管理責任者は校長であること、プールの使用方法
や管理運営に関して協議・決定を行う会議体である「プール運営委員会」の委員
長が校長であることなどから、監視員業務契約の契約名義は各校長と各ＰＴＡ会
長の連名とすることとされたものである。

部
長

学校プール開放事業
中、プール内で事故が
あった場合、責任は教
育委員会にあるとする
根拠は何か。また、プ
ール内事故に関してＰ
ＴＡに責任が及ぶ可能
性はあるのか。

小学校では、プール運営全般に関して、プール管理運営規定及び細則を学校ごと
に定め、プール運営委員会を組織して管理運営を行っていることから、小学校プ
ールの管理責任については、基本的には学校長にあり、教育委員会が責任を負う
こととなっている。
また、ＰＴＡが運営主体の夏季休業中の学校プール開放については、監視業務は
委託業者が責任を負うこととなるが、委託業者の管理に瑕疵がある場合など、契
約者であるＰＴＡにも責任が及ぶこともある。
いずれにしても、事故が発生した場合等の責任の所在については、その都度判断
されるものとなる。
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決算特別委員会について 

１ 設置期間  平成２６年９月１８日から平成２６年１０月２日まで 

案  件 審議結果 備  考 

平成２５年度一般会計歳入歳出決算 認定  

２ 現地査察 平成２６年９月２２日 

経 費 名 等 査察箇所 備  考 

小田原文学館管理運営事業 南町 図書館 
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３ 総括質疑 平成２６年９月２９日 （教育部） 

委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

佐

々

木

ナ

オ

ミ

学

校

司

書

派

遣

事

業

に

つ

い

て

部

長

中学校の学校図書館の

開館時間について、学

校司書がいる日は

１００％図書館を開け

るべきだと思うがその

見解を伺う。

現在、中学校の図書館では、生徒が自由に利用できる時間帯である昼休みと放

課後はもとより、その他にも授業の内容に応じて利用できるようにしている。

学校司書が勤務している時間帯は、いつでも学校図書館を利用できるようにな

っている。

部

長

中学校の学校図書館の

開館時間が少ないと、

聞き取りの中で担当か

ら聞いたが、こうした

事実はないとのことで

良いか。

聞き取りの内容との相違とのことだが、中学校については小学校と異なり、例

えば、中休みがない、放課後にも活動がある、など生徒が図書館を利用できる時

間が少ないとのことで、利用勝手について外部から見える状況が違う。図書館が

閉まっているか否かについては「利用できる状態」であるが、実際のところは、

昼休みの利用が主だ、ということである。

部

長

学校司書がいる時間は

１００％開いているの

か。

図書館司書がいる時間でも、例えば大規模な図書の整理をしている時など、あ

るいは生徒指導上の関係で事件防止のため、一時使えない時もあるが、基本的に

は、司書が居る時間は利用できる。

今

村

洋

一

幼

稚

園

小

中

学

校

の

維

持

修

繕

事

業

に

つ

い

て

副

市

長

毎年各学校、園から施

設の維持修繕にかかる

要望が多数上がってい

るが十分な対応ができ

ているとは思えない。

そこで、その結果につ

いてどのようにとらえ

ているのか、また、今

後の見込みについて伺

う。

施設の維持修繕については、緊急度の高いもの等を優先し、計画的に整備して

いるが、今村委員のご指摘のとおり、学校要望に対する十分な対応はできていな

いと認識している。

小破修繕については、毎年１，０００件程度要望があるが、日々発生していく

ものを処理していく必要があることから、直営による修繕で随時対応してまいり

たい。

それ以外の緊急度の高い修繕については、新たに発生することも考えられる

が、現時点で１７５件と把握しており、平成２８年度までの３年間でおおむね対

応してまいりたい。

部

長

再任用職員が現場で施

設改善に取り組んでい

る効果はどのようにと

らえているか伺う。

再任用職員による修繕対応の実施件数は、平成２４年度が５７７件、平成２５

年度が８６５件となっている。

その対応内容は、床や天井の修繕や水道蛇口のパッキン等の交換、スノコ等の

工作など多岐にわたっており、また、平成２５年度からは週に１回の割合で、芝

生化された校庭や園庭の芝刈り業務も実施している。

学校からの修繕要望に対し、迅速に対応しており、学校現場からの評価も高く、

その効果は非常に大きいと認識している。

市

長

小田原市学校施設整備

基本方針の中で、どの

ような判断のもとに学

校施設の整備をどう位

置付けていくのか伺

う。

この方針では、短期計画として、平成２８年度までの３年間で、防水改修など

緊急度の高い修繕を優先して行っていく予定である。

また、学校施設の長寿命化、機能向上、さらに建替えなど中長期に亘る計画に

ついては、本市全体の「維持修繕等に係る長期的な計画」との整合性を図りなが

ら、平成２８年度末までに定めていく予定である。

部

長

施設の維持修繕要望に

対し、教育委員会とし

てはどの程度まで対応

していこうと考えてい

るのか伺う。

修繕要望は、学校現場においては切実な問題であり、また、児童・生徒が安心し

て安全に生活できる施設の整備という観点からも、教育委員会としてはすべての

修繕要望を早急に解消することを目標としている。

市長から、あるいは大野副市長から答弁したとおり小破修繕については直営に

よる修繕で、それ以外の緊急度の高い修繕については、平成２８年度までの３年

間でおおむね対応してまいりたい。
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

武

松

忠

受

水

槽

改

修

計

画

に

つ

い

て

副

市

長

どのような計画で受水

槽を改修しているのか

伺う。

受水槽の耐用年数としては、財務省の「減価償却資産の耐用年数等に関する省

令」では１５年、メーカー推奨の更新時期は１５年から２０年とされているが、

本市においては、概ね３０年を基本に順次改修を行っている。

東日本大震災により破損したものは、緊急に改修を実施している。また、委託

業者による受水槽清掃時等に、不良を指摘されたものについては、改修時期を前

倒しにして実施している。

部

長

平成２５年度に実施し

た受水槽の改修内容と

耐震対策について伺

う。

平成２５年度は、小学校５校・中学校１校において、受水槽本体の改修と、そ

れに関わる接続配管の改修を実施した。

耐震対策については、平成９年に建築設備耐震設計・施工指針が改訂され、避

難所となる学校等の特定施設も含め受水槽の耐震基準が見直しとなり、従前の耐

震性能を上回る基準が設定された。

現在改修を進めている本市の受水槽については、この基準に定められた耐震性

能を確保している。

また、スロッシング現象と呼ばれる、地震時に水槽内の水面が遥動する現象に

より、水槽の破損や破壊を防ぐために、受水槽の外側を補強材等により補強し、

強度を上げる工法を採用し施工している。

原

田

敏

司

学

校

施

設

維

持

・

管

理

事

業

に

つ

い

て

部

長

平成２５年度における

学校要望に対する実施

件数、実施率、金額に

ついて伺う。

平成２５年度の学校からの要望件数は、小学校８６件、中学校４２件、幼稚園

１３件の合計１４１件であり、実施件数は小学校３８件、中学校１６件、幼稚園

２件の合計５６件である。

また、実施率については、小学校４４．１％、中学校３８．０％、幼稚園

１５．３％となっており、全体の実施率は３９．７％であった。

学校要望に対する実施金額は、小学校２０４，３８７，４４８円、

中学校１３７，７６６，６３６円、幼稚園５，４３７，３２０円の

合計３４７，５９１，４０４円であった。

市

長

校舎リニューアル整備

計画を見直し、学校施

設整備基本方針を策定

した経緯及びその理由

について伺う。

平成１６年に校舎リニューアル整備計画を策定してから１０年が経過し、当時

対象とした学校施設はもとより、給食調理場や学校給食センターなどの施設も老

朽化が進み、子どもたちを取り巻く教育環境に支障が出てきた。

また、教育内容や使い勝手の変化に伴い、内部の改修等の必要性が生じてきた

ことから、整備方針を見直すこととした。

そこで「小田原市学校施設整備基本方針」を作成し、基本方針に基づき、老朽

化対策及び教育環境の計画的な整備を行うこととしたものである。

副

市

長

骨格部分の強度を確保

した耐震補強工事は、

校舎の長寿命化を図る

上で大いに有効であっ

たと思うがいかがか。

本市としては、骨格である耐震補強工事を平成２１年度までに完了し、安全確

保が図られたことにより、次のステップへと展開していけると認識している。
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

木

村

正

彦

小

田

原

ゆ

か

り

の

偉

人

の

郷

土

学

習

に

つ

い

て

教

育

長

小田原市ゆかりの偉人

の郷土学習について、

これまで学校や社会教

育の場でどのような取

組をしているか伺う。

学校では、児童生徒が、主体的に調べたり考えたりできるように、教育研究所

で作成した「二宮金次郎物語」や「北条五代物語」、「わたしたちの小田原」や「郷

土読本小田原」を活用している。

特に、二宮金次郎の生き方や業績、並びに北条五代については、社会科や道徳、

総合的な学習の時間等で扱っている。

部

長

小田原にゆかりのある

偉人の把握、行った経

過はあるのか。

小田原にゆかりのある偉人の学校教材での研究として、学校の教材には偉人を

含め郷土学習がある。それぞれの教科等の中で、授業等において小田原も登場し

ている。

小田原市の教育委員会が取り上げて研究したものは、先程、教育長が申し上げ

たものが、主なものである。

安

藤

孝

雄

学

校

現

場

に

お

け

る

市

民

体

操

お

だ

わ

ら

百

彩

に

つ

い

て

教

育

長

学校では、市民体操お

だわら百彩にどのよう

に取り組んでいるか。

小学６年生が参加する市小学校体育大会において、おだわら百彩を準備体操と

して取り入れている。

また、運動会の全校種目として取り入れている小・中学校もある。

部

長

学校では市民体操おだ

わら百彩とラジオ体操

を対してどのような思

いがあるのか。

市民体操おだわら百彩については、年代にかかわらず、楽しみながら血行促進

等の効果を得ることができる体操であると認識している。

教育委員会としては、市民体操おだわら百彩や、ラジオ体操、各校独自の体操

等を、児童・生徒の発達段階や運動の目的に応じて実施しているものと認識して

いる。
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

木

村

信

市

学

校

開

放

事

業

に

つ

い

て

教

育

長

「教育委員会事務の点

検・評価報告」を行う

根拠と、本市における

対象事業の考え方につ

いて伺いたい。

「教育委員会事務の点検・評価報告」については、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第２７条に「教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。」と定められて

おり、これを根拠に実施している。

点検・評価の対象となる事業は、補助執行を含め、教育委員会の権限に属する

事務の中から、小田原市学校教育振興基本計画に定める１０の基本目標等を勘案

し、教育委員に選定していただいている。

部

長

教育委員会事務の点

検・評価のうち、なぜ

「学校体育施設開放事

業」に、学識経験者の

意見としてプール開放

の運営に関する内容が

記載されているのか、

伺う。また、学校プー

ル開放は、学校におけ

る体育に関することな

のか、伺う。

学校プールの開放は、教育委員会が所管する学校施設の開放事務であることか

ら、点検・評価においても「学校体育施設開放事業」として学識経験者から意見

が述べられたものである。

また、学校プール開放事業は「学校における体育」ではない。

市

民

文

化

創

造

・

教

育

振

興

に

関

し

て

部

長

各学校では、教科学習

の一環か、学校行事の

一環か、どのように位

置づけられているか。

アウトリーチ事業やおだわらっこドリームシアター、この２つの事業は、質の

高い芸術や文化に触れ、児童の豊かな感性や情操を養うこと、地域の伝統や文化

に触れることを目的とする音楽鑑賞等の教科学習や、文化的な学校行事に位置づ

けている。
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※ 総括質疑 平成２６年９月２９日 （文化部） 

委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

鈴

木

敦

子

図

書

館

運

営

経

費

に

つ

い

て

部

長

ネットワーク等運営

事業においてどのよう

なサービスを提供して

いるのか。

本市図書施設（かもめ図書館、市立図書館、川東タウンセンターマロニエ図書

室、城北タウンセンターいずみ図書コーナー、橘タウンセンターこゆるぎ図書コ

ーナー、生涯学習センターけやき図書室、生涯学習センター国府津学習館図書室、

尊徳記念館図書室）は、ネットワークで結ばれており、共通の利用者カードを利

用することにより、市内各図書施設の本の検索・貸出・返却、予約による取り寄

せなどが可能である。

部

長

市内の図書施設の本

の配置において、どの

ような工夫をしている

のか。

図書施設の本については、それぞれの図書施設で新規購入をしているほか、図

書館とネットワーク館の担当課が連携をはかり、図書施設間で本を移動させた

り、寄贈された本を各図書施設で利用するなど入替えを図っているところであ

る。

また、川東タウンセンターマロニエ図書室、生涯学習センターけやき図書室、

国府津学習館図書室へは、自動車文庫推進事業の中で定期的に配本を行ってい

る。

原

田

敏

司

本

丸

・

二

の

丸

整

備

事

業

に

つ

い

て

部

長

御用米曲輪の発掘調

査によって、どのよう

なことが明らかになっ

たのか。

これまでの発掘調査では、江戸時代の米蔵の跡に加えて、北条時代の池や切石

(きりいし)を敷き詰めた庭園、建物の跡などが発見され、北条時代の小田原城の
中でも重要な場所であったことが明らかになりつつある。

副

市

長

今回発掘された戦国

期の史跡について市は

どう評価しているか。

また、文化庁、専門家

等からどのぐらい価値

があるものと評価され

ているのか。

現在までに確認された池や切石(きりいし)を敷き詰めた庭園については、全国
的にも例のないものである。文化庁や遺跡をご覧いただいた専門家からも小田原

北条氏の高い文化や技術を示すものと評価されており、大変貴重なものと認識し

ている。なお、調査は現在も進行中であるため、最終的な遺跡の評価は今後の調

査の結果を見据えて位置づけることとなる。

市

長

更なる発見の可能性

もあり、城跡整備につ

いて今後どのように整

備していく考えなの

か。小田原城跡本丸・

二の丸整備基本構想の

見直しが必要になって

くるのではないか。

御用米曲輪については、北条時代の重要な遺構が発見されたことから、その整

備のあり方について、文化庁からも北条時代の遺構の様相を把握したうえで、整

備のあり方を決めていく必要があると指導されている。発掘調査の成果を踏まえ

江戸時代の米蔵の跡とともに、北条時代の遺構をどういう形で整備していくか、

専門家の意見を入れながら検討している。

「史跡小田原城跡本丸・二の丸整備基本構想」については、今年度、庁内組織を

立ち上げ、複数の視点から見直しの作業を既に行っているところであり、御用米

曲輪の整備に関する検討の内容も含め、文化庁等関係機関との調整を行いながら

作業を進めてまいりたいと考えている。

木

村

正

彦

郷

土

学

習

推

進

事

業

に

つ

い

て

部

長

小田原市ゆかりの偉人

の郷土学習について、

これまで社会教育の場

でどのような取り組み

をしているか。

尊徳記念館での二宮尊徳翁の顕彰事業や、尊徳翁の教えを学ぶ報徳塾をはじ

め、電力王と呼ばれた実業家で、茶人としても高名な松永安左ヱ門（耳庵）・益

田鈍翁・野崎幻庵の近代小田原三茶人の事績顕彰、小田原文学館における本市ゆ

かりの作家に関連する展示などを実施しているところである。

本市ゆかりの偉人について学ぶことは、郷土に対する愛着を深め、誇りを持つ

重要な機会であることから、今後も、引き続き推進してまいりたいと考えている。
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委

員

項

目

答

弁
質 問 要 旨 答 弁 概 要 

木

村

信

市

学
校
開
放
事
業
（
プ
ー
ル
開
放
を
含
む
）
に
関
し
て

部

長

学校開放事務を補助執

行としたこと、また、

学校プール開放を学校

体育施設開放事業から

除いたことが混乱の原

因となっていると思う

が、見解を伺う。

学校開放事務は、学校から施設の使用許可を受け、行われるものであることな

どから、教育委員会の権限に属する事務の補助執行としている。

学校プール開放は、学校施設開放の一形態であるが、プールという施設の特殊

性、開放に係る経緯が特別なものであり、体育館やグラウンドの学校施設開放と

は異なるものである。

また、現在の開放形態は、関係者からは一定の評価を得ていると認識している。

ただし、検討すべき点があるとすれば、関係者と協議して整理してまいりたい。





































1

平成２６年度上半期寄付採納状況について 
物品 

№ 寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

1 平塚市四之宮一丁目８

番５６号

エス・ケイ・ディ

山一産業特定建設工事

共同企業体

株式会社エス・ケイ・デ

ィ

代表取締役 長谷川

辰巳

車いす 68,000 円
町田小学校の備

品として 

２

匿名 ピアノ（アップライト 自動演奏付） 不明 
町田小学校の備

品として 

３

匿名 ピアノ（アップライト） 不明 
泉中学校の備品

として 

４

匿名 
中華鍋 4,000 円

小田原市生涯学

習センター本館

（調理実習室）の

備品として 

５
小田原市南鴨宮３－６

－５ 

城山ハンドベルクラブ 

菊地 みどり 

スズキトーンチャイム 95,760 円
大窪小学校の備

品として 

６
小田原市国府津３－６

－１３ 

国府津郵便局 

サッカーボール（ワールドカップ仕様

レプリカ）
不明 

国府津小学校の

備品として 

７

匿名 童話全集 不明 
市内国府津小学

校の図書として 

８

小田原市寿町 2-7-25 
小田原市立町田小学校

ＰＴＡ

会長 神野 眞理 

支柱ハンガー１点、マットトラック１

点、ワイヤレスミキサー１点、ワイヤ

アレスメガホン１点、コースロープ１

点、監視代１点、目隠しネット１点、

ボール整理かご２点、レスキューボー

ドベンチ２点、校歌ボード１点

1,373,940 円

小田原市立町田

小学校の備品と

して 

資料 ４ 



2

№ 寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先 

９

小田原市国府津 2485 
小林 静子

絵画、パネル、戦時遺品（出征寄せ書

き）
不明

国府津小学校の

歴史学習資料と

して 

10

小田原市穴部新田 20-9
渡邊 謙一

直立複式書架 100,000 円
足柄小学校の備

品・施設として 

11

匿名 教育用糸のこ盤 ２点 131,250 円
富水小学校の備

品・施設として 

12

匿名 ベッド用マット 0

早川小学校、片

浦小学校、曽我

小学校、前羽小

学校 

13

平塚市東八幡

西海 賢二

城下町の民俗的世界―小田原の暮ら

しと民俗―
243,000 

城山中学校ほか

10 校及び市立

図書館 





































































報告第８号

事務の臨時代理の報告（小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部を改

正する規則）について 

 小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原

市教育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理した

ので、同条第２項の規定により、これを報告する。

  平成２６年１０月３０日提出 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 
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小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則（昭和５８年小田原市教育委員会規則第４号）の一部

を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（定員） 

第４条 幼稚園の定員は、別表のとおりとする。

（入園の願出等） 

第１３条 幼稚園に入園しようとする幼児の保

護者は、小田原市立幼稚園入園願書（様式第

１号）により、入園を希望する幼稚園を経由

して教育委員会に願い出なければならない。

２ （略） 

（入園の許可） 

第１４条 幼稚園の入園は、教育委員会が許可

する。ただし、幼稚園が別表に規定する定員

を超過したとき又は前条の規定により願い出

た者の幼稚園への入園が不適当と認められる

ときは、入園を許可しないことができる。 

２ （略）

（定員及び通園区域） 

第４条 幼稚園の定員及び通園区域は、別表の

とおりとする。 

（入園の願出等） 

第１３条 幼稚園に入園しようとする幼児の保

護者は、小田原市立幼稚園入園願書（様式第

１号）により、教育委員会に願い出なければ

ならない。 

２ （略） 

（入園の許可） 

第１４条 幼稚園の入園は、教育委員会が許可

する。ただし、次の各号のいずれかに該当す

るときは、入園を許可しないことができる。

(1) 別表に規定する定員を超過したとき。 

(2) 幼児及びその保護者が別表に規定する通

園区域に住所を有していないとき。 

(3) 入園が不適当と認められるとき。 

２ （略） 

別表を次のように改める。 

別表（第４条、第１４条関係） 

名称 
定員 

４歳児 ５歳児 
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酒匂幼稚園 １０５人 １０５人

東富水幼稚園 ７０人 ７０人

前羽幼稚園 ３５人 ３５人

下中幼稚園 ７０人 ７０人

矢作幼稚園 ７０人 ７０人

報徳幼稚園 ３５人 ３５人

備考 ４歳児とは、学年の初めの日の前日において満４歳である幼児をいい、５歳児とは、学

年の初めの日の前日において満５歳である幼児をいう。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （入園の許可に関する経過措置） 

２ この規則による改正後の小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則（以下「新規則」とい

う。）第１４条第１項の規定による入園の許可を受けようとする者は、この規則の施行の日前に

おいても、新規則第１３条第１項の規定の例により入園を願い出ることができる。 

３ 教育委員会は、前項の規定により入園の願い出があった場合は、この規則の施行の日前におい

ても、新規則第１４条第１項の規定の例により、その許可をすることができる。この場合におい

て、当該許可を受けた者は、この規則の施行の日において新規則第１４条第１項の許可を受けた

ものとみなす。 
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小田原市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部を改正する規則 

 ［改正理由］ 

   小田原市立幼稚園の通園区域について所要の措置を講ずるため改正する。 

［内  容］ 

  １ 通園区域の廃止に伴う規定の整備（第４条及び別表関係） 

幼稚園の通園区域に関する規定を削除することとする。 

２ その他 

規定を整備することとする。 

 ［適  用］ 

   平成２７年 ４ 月 １ 日 
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平成２６年度１２月補正予算要求概要

（歳 入）                                    （単位：千円）

科 目 要求額 主 な 内 容

(項)使用料
 (目)教育使用料 ▲6,549

公立幼稚園就園奨励費歳入還付

(項)国庫補助金
 (目)教育費補助金 2,183

公立幼稚園就園奨励費補助金（1/3）

(項)国庫補助金
 (目)教育費補助金 10,400

私立幼稚園就園奨励費補助金

合 計 6,034

（歳 出）                                    （単位：千円）

科 目
要求額 主 な 内 容

財 源 内 訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

(項)教育総務費
  (目)事務局費 34,957

私立幼稚園等就園奨励費補助

金

10,400 24,557

(項) 小学校費
  (目) 学校管理費

0 学校給食調理委託料

（債務負担行為設定分）

0

(項)中学校費
  (目)教育振興費 3,770

準要保護生徒援助費

（学用品費・学校給食費・医療

費・眼鏡費）

3,770

合 計 38,727  10,400 28,327

資料 ７


